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安全・安心の確保のための奈良県基本計画

◆ 県と県警察が協働し、安全と安心を確保するための大網となる「安全・安心の確保のための奈良県基本計画」
を平成29年４月に令和4年3月までの5ヶ年計画として施行、令和4年4月から第2次計画を施行

◆ 「日本一安全で安心して暮らせる奈良の実現」を奈良県の５年後の目指す姿とし、２つの基本目標を達成すべ
く、7つの方向性と20の推進項目を定め、89の施策をPDCAサイクルにより計画的に展開

① 刑法犯認知件数の総数を減少させつつ、特に重要犯罪等（※）の発生を限りなくゼロ（犯罪発生率人口10万人

当たり6.3件以下を目途）に近づける。

基本計画概要

② 交通事故による死傷者数を減少させつつ、特に交通事故死者数（※）を限りなくゼロ（20人以下を目途）に近づ
ける。 ※ 交通事故発生から24時間以内に死亡した人数

７つの方向性と20の推進項目

基本目標

方向性と推進項目

期間 令和４年度～令和８年度

〈方向性１〉
子供を守る

① 学校及び通学通園路等の安全の確保 〈方向性５〉
犯罪が発生しやすい
場において県民を守る

⑪ 特殊詐欺対策

②少年の非行・被害防止 ⑫暴力団対策

③児童虐待に対する適切な対応 ⑬薬物対策

〈方向性２〉
女性を守る

④ 配偶者等からの暴力事案への対策の推進 ⑭ テロ、サイバー空間の脅威への対処

⑤ ストーカー事案への対策の推進 〈方向性６〉
道路交通の場におい
て県民を守る

⑮ 高齢者及び子供の安全確保

⑥性犯罪等への対策の推進 ⑯歩行者、自転車対策及び生活道路対策の推進

〈方向性３〉
高齢者等を守る

⑦ 高齢者、障害者を見守る地域づくりの推進 ⑰ 交通実態等を踏まえたきめ細やかな対策の推進

⑧高齢者虐待、障害者虐待に対する適切な対応 〈方向性７〉
安全・安心の基盤を強
化

⑱地域住民の自主的な取組に対する支援

〈方向性４〉
観光客等を守る

⑨ 訪日外国人等への適切な対応 ⑲県民等を守るための捜査力、警察活動の強化

⑩観光地における安全・安心の確保 ⑳犯罪被害者等に対する支援の促進
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※ 殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身売買、強制わいせつ、特殊詐欺
（令和5年7月から、強制性交等罪及び強制わいせつ罪は、それぞれ不同意性交罪、不同意わい
せつ罪となりました）



２つの基本目標達成に向けた取組結果（令和５年中）

目標
交通事故による死傷者数を減少させつつ、
特に交通事故死者数を限りなくゼロ（20人以
下を目途）に近づける。

結果
交通事故死者数は令和4年の29人から令和5
年は26人と減少したものの、目標の20人を上
回っており、今後も強力に交通事故抑止活動
を推進する必要がある。

奈良県警察本部調べ

奈良県警察本部調べ

目標
刑法犯認知件数の総数を減少させつつ、特
に重要犯罪等の発生を限りなくゼロ（犯罪発
生率人口10万人当たり6.3件以下を目途）に
近づける。

結果
刑法犯認知件数は、令和4年は5,251件、令
和5年は5,852件とやや増加し、人口10万人
当たりの重要犯罪等認知件数24.3件で、目
標より18件上回っている。特殊詐欺の認知件
数・被害額ともに増加し手口も巧妙化してい
る。
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●各市町村教育委員会が実施する通学路合同点検の際に、「安全対策推進の手引き」、「合同点検チェックシート」の活用の促進【教育委員会体
育健康課】
●奈良県警察開発アプリ「ナポリス」の登録の働きかけや「ナポリス」を使用した不審者情報の配信【警察本部生活安全企画課】
●市町村や自治会等が主体となった防犯カメラ取り付けの働き掛け【警察本部生活安全企画課】

方向性１ 子供を守る
推進項目１ 学校及び通学通園路等の安全の確保

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

防犯・防災を想定した訓練の実施率 幼稚園 100％
小学校 100％
中学校 97.0％
高等学校 94.6％

幼稚園 100％
小学校 100％
中学校 99.0％
高等学校 100％

幼稚園 100％
小学校 100％
中学校 100％
高等学校 100％
（R８年度）

健康・安全教育課

警察本部生活安全企
画課

警察本部人身安全対
策課
警察本部少年課

13歳未満の子供に対する声かけ・つきまとい等の前兆
事案を受理し、かつ予防し得たにも関わらず、重大事
件（殺人、略取・誘拐）に発展する事件数

０件 ０件 ０件
（R８年末まで） 警察本部人身安全対

策課

通学通園路における可搬式速度違反自動取締装置を
用いた交通指導取締り

３４３回 280回 ２００回/年
（Ｒ４～R８年）

警察本部交通指導課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●学校安全に関するアンケート調査の実施と、結果を基にした安全体制の構築と
安全教育に関する指導、助言【健康・安全教育課】
●通学通園路等の安全確保のため、防犯カメラやキッズゾーン、見守りビーコンの
設置など、４市町村の１０事業に対し補助金を交付【安全・安心まちづくり推進課】

●県下各学校において年齢・対象に応じた交通安全教室の実施【警察本部交通企画課】
●多様な担い手による見守り活動の推進【警察本部生活安全企画課】
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下校時の見守り活動

交通安全教室

達成



●県内小中高等学校に、インターネットリテラシー専門講師及び大学生ボランティア講師を派遣【教育振興課】
●大学生ボランティア「少年フォローズ奈ＰＯＬＩ」の活動の充実と登録者拡大に向け研修会を開催【警察本部少年課】
●保健所・精神保健福祉センターにおける薬物相談の実施【疾病対策課】

方向性１ 子供を守る
推進項目２ 少年の非行・被害防止

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

インターネット・リテラシー向上に向けた講習会
（県政出前トーク、リテラシー講師派遣事業等）
受講人数

累計8,673人 累計15.096人
累計20,000人

（R４～R８年）

青少年・社会活動推進課

少年警察大学生ボランティアに対する研修・講
習会の実施数

２回 ２回 ２回以上/年
（R４～Ｒ８年度）

警察本部少年課

中学校・高等学校における薬物乱用防止教室の
実施率

中学校 86.5％
高等学校 97.1％

中学校 86.4％
高等学校 82.9％

中学校 100％
高等学校 100％
（Ｒ８年度）

健康・安全教育課
薬務課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●青少年がインターネットを安全に安心して利用するためのインターネット・リテラシーを高め
るための取組（リテラシー専門講師派遣、啓発チラシの配布、啓発動画の作成等）を実施
【青少年・社会活動推進課】
●非行少年の立ち直り支援活動「少年の居場所づくり」（各種体験活動）を実施
【警察本部少年課】
●小・中・高生を対象としてメール相談窓口を開設し、臨床心理士の資格をもつ相談員を配置
し、生徒の相談に応じた。また、中・高生を対象としてＬＩＮＥを活用した相談窓口を委託開設
した。【教育委員会教育研究所】
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少年警察ボランティアと連携した
立ち直り支援活動（書道体験）

推進中

達成



●県と市町村、市町村間で、現状把握や課題分析及び情報を共有するための連絡調整会議を開催【健康推進課】
●虐待通報について、警察との全件情報共有を実施予定【こども家庭課】
●子ども家庭相談センター、検察庁と連携し、三機関の代表者が被害児童から聴取を行うなど、心理負担に配慮した取組を推進【警察本部
人身安全対策課】

方向性１ 子供を守る
推進項目３ 児童虐待に対する適切な対応

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

オレンジリボンキャンペーンを実施する市町村数 39市町村 39市町村 39市町村
（R８年度）

こども家庭課

里親・ファミリーホームに委託した児童数 62人 74人 86人
（R８年度）

こども家庭課

産後ケア事業を実施する市町村数 24市町村 29市町村 39市町村
（R８年度）

健康推進課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●地域における見守り活動を担う民生・児童委員等を対象とした「児童福祉専門援助講座」を実施
【こども家庭課】
●県下警察署生活安全課員とこども家庭相談センター職員による児童虐待事案対応合同研修会
を開催【こども家庭課・警察本部人身安全対策課】

●児童養護施設等の退所児童に対する就労・生活支援体制の構築を図るため、「子どもの自立サ
ポート事業」を委託実施【こども家庭課】

児童虐待事案対応合同研修会
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達成



KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

市町村計画を策定する市町村数 15市町村 15市町村 14市町村
（Ｒ８年）

こども家庭課

予防し得たにもかかわらず、相談を受理したＤＶ事案
からエスカレートして発生した殺人事件の件数

０件 ０件 ０件
（R８年まで）

警察本部人身安全
対策課

ＤＶ予防啓発出前授業の実施校数 累計6校 累計14校 累計36校
（R４年度～R８年度）

女性活躍推進課

●奈良県女性相談機関研修会の実施【こども・女性課】
●改正されたストーカー規制法の適切な運用【警察本部人身安全対策課】
●定期募集の一般福祉枠での県営住宅の申込みを受付。また、年間随時募集により随時、申込みを受付【住宅課】
●被害者の安全を確保するため、一時避難に係る公費負担制度を実施【警察本部人身安全対策課】

方向性２ 女性を守る
推進項目４ 配偶者等からの暴力事案への対策の推進
推進項目５ ストーカー事案への対策の推進

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●ＤＶ相談支援セミナーの開催、24時間体制での一時保護【こども家庭課】
●女性に対する暴力防止セミナー。男女性相談機関研修会の開催【女性活躍推進課】
●学校におけるＤＶ防止に係る教材等を活用した授業や教職員向け研修講座の実施など、男女共同
参画社会の実現に向けた教育の推進【教育委員会人権・地域教育課】
●人身安全対策課の三交代勤務班に女性勤務員を配置し、24時間体制での支援体制の構築
【警察本部人身安全対策課】
●避難場所確保が困難なストーカー、ＤＶ被害者等に対し、一時避難に係る費用の公費負担制度を

運用【警察本部人身安全対策課】

女性への暴力防止セミナー
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推進中



●性犯罪捜査指導官、性犯罪指定捜査員を指定し、適切な性犯罪捜査を推進【警察本部捜査第一課】
●「ナポリス」を使用した不審者情報の配信【警察本部人身安全対策課】
●性犯罪等被害者に対する初診料、性感染症予防措置料、緊急避妊処置料等の公費支出制度等の実施【警察本部県民サービス課】

方向性２ 女性を守る
推進項目６ 性犯罪等への対策の推進

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

全警察官に占める女性警察官の割合 11.6％ 11.8％ 12％
（R７年度）

警察本部警務課

医療機関への性犯罪捜査採取キットの整備数 10箇所 11箇所 10箇所
（R８年度）

警察本部捜査第一課

防犯カメラ補助事業又は単独で防犯カメラ設置事業を予算
化した市町村の数

16市町村 24市町村 39市町村
（R８年度）

安全・安心まちづくり推
進課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●強制性交等の検挙率１００％達成【警察本部捜査第一課】
●奈良県性暴力被害者サポートセンター（愛称：ＮＡＲＡハート）の運営と連絡会議の開催
【女性活躍推進課】
●被害者支援要員による事情聴取の付き添い【警察本部県民サービス課】
●奈良県犯罪被害者等支援施策協議会を開催【人権施策課】
●奈良県産婦人科医会と連携した医療機関への性犯罪捜査採証キット配置
【警察本部捜査第一課】
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性被害者支援専門部会開催状況

達成



●認知症支援ネットワーク関係者会議を実施し、徘徊見守りＳＯＳネットワーク構築のための情報提供・働きかけを行う【地域包括支援課】
●高齢者虐待防止、障害者虐待防止、権利擁護等の理解促進と資質向上を図るための各種研修の開催【障害福祉課】

方向性３ 高齢者、障害者を守る
推進項目７ 高齢者、障害者を見守る地域づくりの推進
推進項目８ 高齢者虐待、障害者虐待に対する適切な対応

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

管内自治会長宅への訪問率 100％ 100％ 100％
（R８年）

警察本部地域課

市町村・地域包括支援センター職員を対象とした高齢者
虐待防止研修受講者数

累計1,129人 累計1,265人 累計1,207人
（R８年度）

長寿・福祉人材確保対策
課

障害者虐待防止・権利擁護研修の修了者数 累計5,706人 累計6,046人 累計3,079人
（R８年度）

障害福祉課

地域包括支援センター職員研修受講者数 累計1,128人 累計1,172人 累計1,277人
（R８年度）

地域包括ケア推進室

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●くらしの安全・安心サポーターの養成と消費者啓発のための移動講座・出前講座の開催
【消費生活センター】
●「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）会議の実施【消費・生活安全課】
●徘徊見守りネットワーク構築のための情報提供・働き掛けの実施、認知症キャラバンメイト
（認知症サポーター養成講座の講師）養成講座を実施【地域包括ケア推進室】
●奈良県障害者虐待防止・権利擁護研修の実施【障害福祉課】

●高齢者虐待防止研修の実施【長寿・福祉人材確保対策課】
●警察学校初任科生に対し、認知症サポーター養成講座を実施【警察本部人身安全対策課】

消費者安全確保地域協議会
（見守りネットワーク）会議の実施

9

達成

達成

達成

推進中



●在住外国人生活相談窓口の設置、窓口対応職員研修の実施【国際課】
●大峯縦走路道路（歩道）再整備工事を実施【景観・自然環境課】
●県警ホームページへ、外国語交通安全ガイドを掲載【警察本部交通企画課】

方向性４ 外国人を始めとした観光客等を守る
推進項目９ 訪日外国人等への適切な対応
推進項目10 観光地における安全・安心の確保

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

災害時通訳・翻訳ボランティアの登録者数 237人 239人 300人
（R８年度）

国際課

地区連合自治会を対象とするテロ対策の実施率 11.2％ 33.0％ 100％
（R８年度）

警察本部外事課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●医療機関や観光施設等が利用する多言語による２４時間電話通訳サービス等
【ならの観光力向上課】

●外国人技能実習生等に対する防犯講習、交通安全教室の実施
【警察本部生活安全企画課、交通企画課、外事課】
●奈良県警察指定通訳人の指定見直しと実践的な三者通話訓練を実施【警察本部通信指令課】
●文化財保護指導委員を地域ごとに委嘱し、巡視を実施【文化財保存課】
●高等学校等登山部顧問・外部指導者、県内市町村担当者、
関係施設の管理責任者・安全管理担当者等を対象とした
奈良県登山部顧問等安全登山講習会を実施
【スポーツ振興課】 奈良県登山部

顧問等安全
登山講習会

10

外国人就労者
に対する防犯講習



●自治体に対する「消費者安全確保地域協議会」構築に向けた働きかけ【警察本部生活安全企画課】
●高齢者等特殊詐欺被害防止ＣＭの映画館における放映【県民くらし課】
●食事の宅配業者等と連携し、消費者被害防止に関するチラシを配布【県民くらし課】
●「特殊詐欺等対策プロジェクトチーム」構成員の実践的練度の向上【警察本部組織犯罪対策課】

方向性５ 犯罪が発生しやすい「場」において県民を守る
推進項目11 特殊詐欺対策

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

手口に応じた体験型講習・被害防止訓練の実施 153回 152回 150回/年
（R８年）

警察本部生活安全企画
課

特殊詐欺事件検挙率 76.9％ 133.3％ 100％
（R８年）

警察本部組織犯罪対策
課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●高齢者等特殊詐欺被害防止啓発ＣＭの放送【安全・安心まちづくり推進課】
●「消費生活フェア」において防犯機能付き電話機の広報を実施 【消費・生活安全課】

●各警察署において、自治体による助成事業を活用した防犯電話の設置促進を図るとともに、
金融機関、コンビニエンスストア等と手口に応じた体験型講習・被害防止訓練を実施
【警察本部生活安全企画課】
●犯行使用電話に対する警告電話の運用、携帯音声事業者に対する利用停止の
緊急要請の実施、固定電話利用停止の緊急要請の実施 【警察本部組織犯罪対策課】

消費生活フェア

11

特殊詐欺被害防止
アドバイザー研修会

達成

達成



●「暴力団・銃器追放奈良県民大会」の開催【警察本部組織犯罪対策課】
●生活保護の申請審査時等に暴力団関係者であるかどうかの確認を実施【地域福祉課】
●県営住宅の入居審査時等に暴力団関係者であるかどうかの確認を実施【住宅課】

方向性５ 犯罪が発生しやすい「場」において県民を守る
推進項目12 暴力団対策

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

暴力団構成員検挙割合（検挙人員/暴力団構成員）
※奈良県に活動拠点等を有する暴力団を対象

84.0％ 32.0％ 平均30％
（R４年～R８年までの５年
間における平均値）

警察本部組織犯罪対策
課

市町村における公共工事等暴力団排除要綱の整備状況 96.9％ 97.8％ 100％
（R８年）

警察本部組織犯罪対策
課

「奈良県暴力団離脱・社会復帰対策協議会」協賛企業 36企業 42企業 50企業
（Ｒ８年度）

警察本部組織犯罪対策
課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●不当要求防止責任者講習及び暴排講演の実施と地方公共団体管理の施設利用
に関する暴排条項導入に向けた働きかけ【警察本部組織犯罪対策課】
●暴力団・銃器追放奈良県民大会の開催、市町村暴排協議会総会の開催
【警察本部組織犯罪対策課】
●各職域暴排協議会総会等への出席及び暴排講演の実施【警察本部組織犯罪対策課】
●社会復帰者の新規受入企業等に対する研修会参入に向けたセミナーの開催
【外国人・人材活用推進室】
●県営住宅の入居審査時等における暴力団関係者であるかどうかの確認
【住まいまちづくり課】

暴力団・銃器追放
奈良県民大会の実施
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奈良県自動車販売店
暴力・防犯対策協議会総会

推進中



●若年層向け薬物乱用防止対策事業の推進【薬務・衛生課】
●薬物乱用防止教室の開催に関する調査等の実施と教室開催の促進【教育委員会体育健康課】
●学校における薬物乱用防止教室及び啓発の充実強化【警察本部少年課】
●薬物依存者治療・回復プログラム普及促進事業【疾病対策課】
●関係法令の適用による犯罪収益の没収【警察本部組織犯罪対策課】

方向性５ 犯罪が発生しやすい「場」において県民を守る
推進項目13 薬物対策

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

薬物乱用防止指導員による啓発者数 15,706人 19,810人 40,000人
（R８年度累計）

薬務課

薬物密売犯罪組織の実態解明と検挙推進による
壊滅及び薬物犯罪収益等の没収、薬物押収の徹
底（薬物の需要・供給への打撃）

３件/年
（１月～12月）

1件/年
（１月～12月）

密売組織の実態解明の推進による事件
化と密売組織の壊滅５件

（１件/年）
（Ｒ４～Ｒ８）

警察本部組織犯罪
対策課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●薬物乱用防止教室の開催【教育委員会健康・安全教育課】
●夏祭り等催事における薬物乱用防止啓発活動等の実施【警察本部組織犯罪対策課】

●保健所・精神保健福祉センターにおける薬物相談の実施【疾病対策課】
●薬物犯罪を端緒とする犯罪収益の没収【警察本部組織犯罪対策課・捜査支援分析課】
●薬物犯罪グループ等の資金の遮断、剥奪に向けた捜査の推進【警察本部捜査支援分析課】

薬物乱用防止の啓発活動の実施
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推進中



●官民一体となったテロ対策の枠組み「テロ対策・やまとまほろばネットワーク」総会の開催及び同ネットワーク参加企業・団体と連携したテロ
対処訓練等の実施【警察本部外事課】
●爆発物容疑事案、ＮＢＣテロ事案等への対処を想定した訓練の推進【警察本部警備課】
●「サイバーセキュリティ・カレッジin NARA」の開催【警察本部サイバー犯罪対策課】
●サイバーテロ対策連絡協議会総会の開催【警察本部公安課】

●部外講師（サイバーセキュリティ対策アドバイザーを含む）による講演等の実施【警察本部サイバー犯罪対策課】

方向性５ 犯罪が発生しやすい「場」において県民を守る
推進項目14 テロ、サイバー空間の脅威への対処

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較

目標 担当課

情報セキュリティ確保のための各種訓練の実施 ２回 ２回 ２回/年
（Ｒ４度～R８年度）

警察本部情報管理課

県民のサイバーセキュリティ意識の向上を目的とした
啓発活動、研修会等の実施

３回 １１回 ３回/年
（Ｒ４度～R８年度）

警察本部サイバー犯罪対
策課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●「テロ対策・やまとまほろばネットワーク」総会を開催し、情報共有、連携強化を確認
【警察本部外事課】

●「サイバーセキュリティ・カレッジinNARA」の開催【警察本部サイバー犯罪対策課】
●サイバー防犯ボランティアである県立高校生による小学生に対する「ネットリテラシーに関する
出前講座」の実施、奈良高専生主体によるサイバーセキュリティイベントの開催
【警察本部サイバー犯罪対策課】

●セキュリティインシデント対応訓練及び大規模災害対応訓練を実施 【警察本部情報管理課】
●奈良県ＣＳＩＲＴ公開訓練・演習の実施【デジタル管理室】

14

テロ対策・やまとまほろばネットワーク

達成

達成



KPI 令和４年度 令和５年度 前年度との
比較 目標 担当課

幼児児童生徒を対象とした交通安全教室の
実施率

幼稚園 97.1％
小学校 90.5％
中学校 77.2％
高等学校 86.5％

幼稚園 95.4％
小学校 93.1％
中学校 82.5％
高等学校 97.2％

幼稚園 100％
小学校 100％
中学校 100％
高等学校 100％
（R８年度）

健康・安全教育課
警察本部交通企画課

学校安全教室（交通安全教室）講習会への教
職員の参加者数

155名 13名 500名以上
（R４年度～Ｒ８年度累計）

健康・安全教育課

未就学児に対する自転車安全教育受講者数 累計1,225人 累計1,814人 2,250人
（R４年度～Ｒ８年度累計）

安全・安心まちづくり
推進課

●認知症等の疑いがある高齢運転者の把握と適切な行政処分等の実施【運転免許課】
●高齢者運転免許自主返納支援事業の拡充【警察本部交通企画課】
●住民意見を反映した効果的な交通規制や信号機運用のため、「標識BOX、信号機BOX」を活用【警察本部交通規制課】

●幼稚園等（未就学児）に対する交通安全教室の開催【県民くらし課】

方向性６ 道路交通の「場」において県民を守る
推進項目15 高齢者及び子供の安全確保

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●高齢者に対し、反応機能確認機材や電動車椅子の試験体験会を開催
【警察本部交通企画課】
●高齢者運転免許自主返納支援事業の拡大【警察本部交通企画課】
●未就学児童に対する交通安全教室の開催【安全・安心まちづくり推進課】
●自動車シミュレーター、歩行者シミュレーター、ＶＲ危険予測シミュレーターを活用した
参加・体験・実践型の交通安全教育を実施【警察本部交通企画課】

15

自動車シミュレーター



●自転車街頭指導啓発強化デーを指定する等して自転車運転者に対する指導取締りを推進【警察本部交通指導課】
●自転車乗車時の頭部保護の重要性とヘルメット着用による被害軽減効果の広報啓発活動の推進【警察本部交通企画課】
●「学校安全教室推進事業」を活用した交通安全教室の開催【教育委員会体育健康課】
●反射材用品等の視認効果、使用方法等の理解を深めるための交通安全教室【警察本部交通企画課】

方向性６ 道路交通の「場」において県民を守る
推進項目16 歩行者、自転車対策及び生活道路対策の推進

KPI 令和４年度 令和５年度 前年度との
比較 目標 担当課

バリアフリー基本構想エリア（県下１市）内における
バリアフリー対応型信号機の整備率

０％ １７％ 100％
（R８年度）

警察本部交通規制課

道路横断時の手上げ等横断の実践校の指定及び
横断歩行者保護宣言事業所プラス制度への加盟

小学校14校
事業所141事業所

小学校24校
事業所191事業所

小学校188校
事業所1000事業所

（R８年度）

警察本部交通企画課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●幼稚園・保育園等において幼児２人同乗用自転車に関する交通教室を実施
【警察本部交通企画課】
●「学校安全教室推進事業」を活用した交通安全教室の開催【健康・安全教育課】
●自転車街頭指導啓発強化デーを中心に自転車指導取締りを実施【警察本部交通指導課】
●県警YouTubeに、頭部保護の重要性やヘルメット着用の効果に関する動画を投稿
【警察本部交通企画課】
●ゾーン３０プラス整備の実施及び道路のバリアフリー化の実施【道路マネジメント課】
●通学・通園路や生活道路等における可搬式オービス等を活用した交通指導取締りの実施

【警察本部交通指導課】

ゾーン３０による規制

16

推進中



●飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交通安全教育等の推進【警察本部交通企画課】
●アルコール依存症に関する人材養成研修等の実施【疾病対策課】
●迅速・的確な行政処分審査の実施による悪質性・危険性の高い運転者の早期排除【警察本部運転免許課】

●危険運転者に対する各種講習における骨身に染みる効果的な交通安全教育の実施【運転免許課】

方向性６ 道路交通の「場」において県民を守る
推進項目17 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進

KPI 令和４年度 令和５年度 前年度との
関係 目標 担当課

交通事故危険箇所における交通事故対策
（道路標示、標識の設置等）箇所数

２箇所 31箇所 58箇所
（R８年度）

道路マネジメント課

信号機関連施設・大型標識の倒壊・落下等事
案

０件 ０件 ０件
（R8年度）

警察本部交通規制課

飲酒に伴う人身交通事故 29件 24件
（Ｒ４～Ｒ５平均26.5件

10％以上減少）

過去５年平均（41.8件）から
10％減少させる/年

（R４年度～R８年度）

警察本部交通指導課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●交通死亡事故等の重大事故発生時における現場診断を道路管理者等と協働して行い
再発防止対策を推進【警察本部交通規制課】

●事故危険箇所について、交差点改良や路面標示等の対策を実施【道路マネジメント課】
●シートベルト効果体験やシートベルト未着用における交通死亡事故例を挙げた
広報啓発を実施 【警察本部交通企画課】
●シートベルト・チャイルドシートの交通指導取締りを推進【警察本部交通指導課】
●３Ｄレーザスキャナを活用した綿密な実況見分を実施【警察本部交通指導課】
●アルコール依存症に関する人材育成事業を実施【疾病対策課】
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●奈良県安全・安心まちづくり旬間における防犯啓発と全国地域安全運動奈良県民大会の実施【県民くらし課】
●あいさつ・声かけ・鍵かけ運動「チャレンジ“絆”」運動実施地区に対する情報提供等取組への支援【警察本部生活安全企画課】
●地域における犯罪等の発生状況に関する情報の積極的な提供【警察本部生活安全企画課】

方向性７ 県民を守るための安全・安心の基盤の強化
推進項目18 地域住民の自主的な取組に対する支援

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

奈良県自主防犯・防災リーダー研修の受講者数 2,864人 累計3,166人 累計3,400名
（R８年度）

安全・安心まちづくり推進課

防犯カメラ補助金事業又は単独で防犯カメラ設置
事業を予算化した市町村数

16市町村 24市町村 39市町村
（R８年度）

安全・安心まちづくり推進課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●あいさつ・声かけ・鍵かけ運動「チャレンジ“絆”」運動の取組の支援
【警察本部生活安全企画課】
●交番・駐在所連絡協議会の開催や積極的な活用、地域における各種会合・行事等
への積極的な参加【警察本部地域課】
●防犯カメラ等の設置に対し補助金を交付【安全・安心まちづくり推進課】
●地域における犯罪等の発生状況に関する情報の積極的な提供【警察本部生活安全企画課】
●奈良県安全・安心まちづくり旬間（10/11～20）における防犯啓発と全国地域安全運動
奈良県民大会の実施【安全・安心まちづくり推進課】
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●情報分析の高度化、効率化にかかる教養の実施と効果的な運用【警察本部捜査支援分析課】
●施設へのネットワーク型防犯カメラの設置と奈良県警察WANシステムネットワークの拡充【警察本部地域課・警察本部情報管理課】
●交番・駐在所の高機能化に向けた各種調査等【警察本部地域課】

方向性７ 県民を守るための安全・安心の基盤を強化
推進項目19 県民等を守るための捜査力、警察活動の強化

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

全警察署への霊安室・遺体保冷庫の設置数 10署 11署 12署
（Ｒ８年度）

警察本部捜査第一課

交番相談員の配置率 37.5％（27交番） 36.5％（27交番） 100％
（R８年度）

警察本部地域課

交番のネットワークの整備率 91.9％（68交番） 97.4％（74交番） 100％
（R８年度）

警察本部情報管理課

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

（令和５年度の主な取組結果）

●配備された画像鮮明化システム及び画像確認支援システムを効果的に運用し、
各種事件捜査を実施するとともに、巡回やポータルサイトへの資料掲載などの
方法により、警察署捜査員等に対して教養を実施【警察本部捜査支援分析課】
●通信指令システムの次期高度化更新に向けた準備【警察本部通信指令課】
●ネットワーク型防犯カメラの設置と更なる拡充に向けた調査【警察本部地域課】
●７交番・18駐在所への奈良県警察WANシステムのネットワーク整備拡充
【警察本部情報管理課】
●捜査車両支援システムの拡充【警察本部捜査支援分析課】
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●犯罪被害者等支援総合対応窓口における相談対応の実施【人権施策課】
●「犯罪被害者支援奈良県民のつどい」を犯罪被害者週間に合わせて開催【人権施策課・警察本部県民サービス課】
●臨床心理士及び公認心理師の資格を有する部内カウンセラーによるカウンセリングを実施【警察本部県民サービス課】
●中・高校生を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の開催【警察本部県民サービス課】

方向性７ 県民を守るための安全・安心の基盤を強化
推進項目20 犯罪被害者等に対する支援の促進

KPI 令和４年度 令和5年度 前年度との
比較 目標 担当課

「再被害防止対象者」に係る再被害件数 0件 0件 ０件
（R８年）

警察本部事件主管課

犯罪被害者等対応窓口職員研修の受講市町村数 15市町村 24市町村 39市町村
（Ｒ４～Ｒ８）

人権施策課

被害者支援要員に対する研修実施率 50.8％ 72.0％ 100％
（Ｒ８年）

警察本部県民サービス課

（令和５年度の主な取組結果）

（主なKPIの進捗状況)

（令和６年度以降に予定している主な取組）

●市町村、関係団体の職員を対象とした、相談、助言等の犯罪被害者への支援を行う
人材育成を目的とする「犯罪被害者等対応窓口職員研修」を実施【人権施策課】
●奈良県犯罪被害者等支援施策協議会を開催【人権施策課】
●犯罪被害者に対する給付制度の説明、カウンセリングの実施やカウンセリング費用の
支出【警察本部県民サービス課】
●犯罪被害者支援の必要性を周知するため「犯罪被害者支援奈良県民のつどい」の式典・
特別講演を開催 また「生命のメッセージ展」を開催
【人権施策課・警察本部県民サービス課】

犯罪被害者支
援奈良県民の

つどい
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推進項目等に関する有識者の御意見

大阪大学 教授 猪俣敦夫氏

【推進項目５ ストーカー事案への対策の推進】について

●ＡＩの進化がめざましく、リベンジポルノを越え、本人に全く心当たりがないAI画像が作り出されネット上に流
される虞がある。現在のＡＩ画像は本物との区別がつきにくくなっている。若い世代へのＡＩに対する教育やケ
アが必要だと思う。また、ＡＩに社内情報や個人情報を安易に入力しないよう広報する必要がある。ＡＩは、入
力された情報を基に何かを作成するが、入力したデータはＡＩの知識としてインターネット上に吸い込まれ、残
り続けるということを広く認識してもらう必要がある。
防犯カメラの補助をしていただいているが、ストーカー事案の抑止力として防犯カメラの設置も非常に有効

である。

【推進項目１３ 薬物対策】について

●インターネットを介した取引が多いだけでなく、違法薬物の生成方法についてもインターネットで分かる。
田舎での移住政策が行われているが、昔の農家を買い取り、そこに残された設備を使って屋内で大麻を栽
培するなど、犯罪者のアジトに利用される虞がある。それを防ぐためには、移住者と地域住民との交流を通し
て不審者を排除できる地域づくりが必要だと思う。

【推進項目14 テロ・サイバー空間への脅威への対処】について

●闇バイトの問題の入口はインターネットである。個人情報の大切さはかなり以前から言われているにもか
かわらず相手に教えてしまうのは、インターネット空間の匿名性による。ＳＮＳ型投資詐欺やロマンス詐欺に
ついては、若者より年齢が上の人が被害に遭うことが多い。また、ほぼ全てがHPからＬＩＮＥに誘導されており、
グループチャットで親しげにメッセージを送られ、だまされる人は簡単にだまされてしまう。ＬＩＮＥに誘導された
時に気づいてもらうということが防止の一つだと思われる。闇バイトやこれら詐欺の防止のためには、ＳＮＳへ
誘導されて参加してしまうといったインターネット上の出来事を、例えば、知らない人の車に簡単に乗るのか、
その人たちに個人情報を教えるのかというような、現実の体験に置き換えて教えることが有効かと思う。
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推進項目等に関する有識者の御意見

帝塚山大学 教授 近藤隆夫氏

【推進項目２ 少年の非行・被害防止】について

●インターネットリテラシーを高める取組をしていただいているが、これは非常に大事なことだと思う。特殊詐
欺対策とも関連すると思うが、ＳＮＳ等を通じて特殊詐欺に加担するような少年を防ぐためにも、不審なＳＮＳ
を見分ける知識を高めることは今非常に大事になってきている。リテラシー専門講師の派遣による教育が大
切だと思う。

●薬物乱用教室を実施されているが、特に大麻乱用防止の教育の必要性を感じる。大麻に関して海外で合
法化されている地域があり、「大麻は安全である。」などの誤った情報を信じている少年がいるので、罰則に
関する知識を含め教育で正していく必要があると感じる。
●児童虐待が相変わらず増加傾向にある。子ども期の逆境体験が注目されており、児童虐待と少年非行と
の関連も指摘されている。少年院に在院中の少年に対し虐待経験の有無を調査したところ、かなりの割合で
被虐待経験が認められたという結果が示されており、非行防止の観点からも、児童虐待への対応は重要で
ある。児童の心理的負担の軽減に対する取組や里親・ファミリーホームの広報など、児童のケアに対する取
組も重要である。

【推進項目３ 児童虐待に対する適切な対応】について

【推進項目1１ 特殊詐欺対策】について

●奈良県警がチャレンジ絆運動という取組をされておられるが、地域での口コミで危険性を広めていくことも
特殊詐欺対策として大事である。こういう工夫が大切だと思う。また、匿名・流動型犯罪において、いわゆる
闇バイト問題があるが、奈良県警では、YouTubeチャンネルで警視庁とコラボした動画をアップしており、そう
いう取組は非常に有効だと思った。インターネットを利用して、広く危険性を知らせるという観点からの取組は
必要だと思う。

【推進項目４ 配偶者等からの暴力事案への対策の推進】について
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推進項目等に関する有識者の御意見

帝塚山大学 准教授 森泉慎吾氏

【推進項目１５ 高齢者及び子供の安全確保】について

●高齢者や子どもなど、重視するべき対象に対する対策は適切に行われていると思われる。一方で、交通
参加者の多くは、その間の年齢層であるため、それらに対する安全教育も重要であると思われる。
高齢ドライバーの事故も重要であるが、年齢層別に歩行中死者数を見ると、65歳以上の高齢者の割合が
高い。夜間での高齢歩行者が自分の身を守るという意味で、明るい色の目立つ服装や反射材の活用が有効
である。海外では反射材の着用が義務付けられている国もある。愛知県小牧市では、高齢者の交通事故防
止のイベントの一環で、子どもたちがオリジナルの反射材を作成し、それをプレゼントとして祖父母に渡したと
いう話もあり、そのような方法で高齢歩行者の事故対策に取り組むのも一案である。

【推進項目１６ 歩行者、自転車対策及び生活道路対策の推進】について

●自転車乗車時のヘルメット着用について、多くの人が「着用した方が安全上望ましい」ことを認識していると
思われる。 一方で、自転車事故を実際に起こす人は多くないため、事故時のヘルメット着用の重要性は伝
わりにくい。ヘルメット購入を促進するための啓発活動については、事故時のヘルメットの重要性を具体的に
考える機会を提供するという点では必要であるが、それだけで着用率を向上させるのは難しいと思われる。
例えば、「好きなタレントが着用しているから自分も着用したい」と思わせるなど、安全性以外の側面でヘル
メットの着用率の向上を試みることも、消費者心理学の知見からは重要である。

【推進項目1７ 交通実態等を踏まえたきめ細やかな対策の推進】について

●高齢ドライバーの交通事故については、身体機能の衰えによる確認不足などの運転パフォーマンスの低
下が関係する。現在は、運転寿命を延ばすという発想も重要であり、簡単な体操を日常生活の中で数か月
間継続して行うことで、運転パフォーマンスの低下を抑制できるという研究も報告されている。体操を継続す
るモチベーションをどのように維持するかが課題であるが、交通安全教育の中に上手く取り入れることができ
れば、交通事故防止に有効であると思われる。
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（４）今後の取組

子どもと高齢者の犯罪被害防止タスク①
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（３）高齢者の特殊詐欺被害状況

（１） 特殊詐欺の現状

令和５年は、２３０件５億９，３００万円の被害で、前年度より増加
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件数 被害額
※100万円未満切り捨て

特殊詐欺被害一件当たりの被害額（R5） 約258万円

（前年比45万円増加）

○ 奈良県内
・ 平成９年５月 月ヶ瀬村女子中学生殺人事件
・ 平成16年11月 奈良市女子児童誘拐殺人事件
・ 平成27年7月 香芝市女子児童誘拐事件

○ 全国
・ 平成29年3月 千葉県我孫子市 登校中女児誘拐殺人事件
・ 平成30年5月 新潟市 下校中の女子児童誘拐殺人事件

令和５年の特殊詐欺件数発生件数２３０件のうち、１８５件
（約８０％）が高齢者

・ 防犯電話の設置促進・・・犯人からの電話を受けない
・ ＡＴＭ設置場所での高齢者への声かけ等の実施
・ コンビニエンスストアにおける高齢者の電子マネー購入時
の声かけの実施
・ ながら見守り活動の推進など、負担軽減、効率的な取り組
みの推進
・ 県警開発アプリ「ナポリス」の更なる周知と効果的な活用

・ 犯罪者グループ等の実態解明を強化し、部門の垣根を
越えた関連情報の収集・分析
・ 初動捜査と公開捜査の検討、特殊詐欺を助長する犯罪
の取締り、金融機関との協力体制の構築等
・ 各法令に基づく措置のほか、悪質な電気通信事業者等
の情報収集を強化

（２） 子どもが被害者となった重大事件

今後の重点課題

・子どもが被害に遭う犯罪を発生させない

・被害防止には高齢者対策の強化

基本目標を達成するためには



（４） 今後重点的に取り組むべき事項

子どもと高齢者の交通事故防止タスク②
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（１）子どもが被害に遭った重大事故

・ 平成24年4月 京都府亀岡市
無免許運転による登校中児童等の死傷事故

・ 令和元年5月 滋賀県大津市
園外移動中の園児の死傷事故

・ 令和３年６月 千葉県八街市
下校中の児童５人死傷事故

（３）高齢者運転者による重大事故

・ 全事故件数２，６００件のうち、高齢者が加害者となる事
故８９８件（約３４，４％）
・ 交通事故による死者数２６人のうち、高齢者の死者数
１８人（約７０％）

・令和元年４月 東京都東池袋
８７歳運転の乗用車による母娘死亡事故

・令和４年１１月 福島市
９７歳運転の乗用車による４０代女性死亡事故

・令和６年１月３日 愛媛県松山市
８３歳運転の乗用車がガードレールに衝突し運転手と
助手席の妻が死亡

・令和６年２月２９日 群馬県太田市
７０代から８０代が運転の乗用車が自動車道を逆走し
１人死亡１人重体

（２）高齢者の交通事故

子どもの交通安全

高齢者の交通安全

・ 交通安全教育の推進
→学校での交通安全教育の実施
→保育園、幼稚園での交通安全教育の実施
→未就学児童への交通安全教育の実施

・ 通学路の安全点検及び対策
→関係機関合同での定期的な通学路の点検と結果に
応じた対策

・ 高齢ドライバーの運転免許証返納の推進
→高齢者や家族への働き掛け
→返納者や家族等が不便を感じないための取り組みの推進

・ 交通安全教育の推進
→高齢者が、自身の身体能力や運転能力を自覚するための
取り組みの推進

・子どもが被害に遭う事故を発生させない

・高齢者の事故を減らす
・高齢者の死者を減らす

基本目標を達成するためには



方向性５
犯罪が発生しやすい「場」において県民を守る

⑪特殊詐欺対策
⑫暴力団対策
⑬薬物対策
⑭テロ、サイバー空間の脅威への対処

方向性６
道路交通の「場」において県民を守る

⑮高齢者及び子供の安全確保
⑯歩行者、自転車対策及び

生活道路対策の推進
⑰交通実態等を踏まえた

きめ細かな対策の推進

方向性７
県民を守るための安全・安心の基盤を強化

⑱地域住民の自主的な取組に対する支援
⑲県民等を守るための捜査力、

警察活動の強化
⑳犯罪被害者等に対する支援の促進

方向性１ 子供を守る
①学校及び通学通園路等の安全の確保
②少年の非行・被害防止
③児童虐待に対する適切な対応

方向性２ 女性を守る
④配偶者等からの暴力事案への対策の推進
⑤ストーカー事案への対策の推進
⑥性犯罪等への対策の推進

方向性４ 外国人はじめとした観光客等を守る
⑨訪日外国人等への適切な対応
⑩観光地における安全・安心の確保

方向性３ 高齢者、障害者を守る
⑦高齢者、障害者を見守る地域づくりの推進
⑧高齢者虐待、障害者虐待に対する適切な対応

日本一安全で安心して暮らせる奈良の実現

⑴ 刑法犯認知件数の総数を減少させつつ、特に重要犯罪等の発生を限りなくゼロ
（犯罪発生率人口10万人あたり6.3件以下を目途）に近づけます。

⑵ 交通事故による死傷者数を減少させつつ、特に交通事故死者数を限りなくゼロ
（20人以下を目途）に近づけます。

県 民 県 警 察 市 町 村 事 業 者

【 ７ つ の 方 向 性 と ２ ０ の 推 進 項 目 】

多様な主体がそれぞれに 、または共に助けあって 、様々な施策に取り組みます 。
計画（令和４年度～令和８年度）の詳細は今次計画をご覧ください。

【 ２ つ の 基 本 目 標 】

【 目 指 す べ き 姿 】

※通学通園路等対策を強化

※特殊詐欺対策を強化

今次計画（令和４年度～令和８年度）の概要
今次計画においても、目指す姿を「日本一安全で安心して暮らせる奈良の実現」とし、２つの基本目標と基本方針となる７つの方向性と２０の推進

項目について、今後の重点課題についての対策を強化し、各種施策に取り組んでおります。
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